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資料１－３



１．5.8GHz帯ドローン用特定実験試験局について









55.8GHz帯特定実験試験局の更なる活用に向けた取組
 5.8GHz帯特定実験試験局の使用期間が令和８年３月31日までとなっているところ、引き続き、5.8GHz帯の

周波数を利用したドローン用無線局のニーズがあるとともに、使用地域の拡大に関する要望もあることから、令和８
年４月以降も使用可能地域を拡大して使用可能とするための検討を実施中。

 検討に際して、令和７年９月11日（木）から10月10日（金）までの間、特定実験試験局による実験運用を
希望するエリアのニーズ調査を実施。その結果、36者から703か所の使用可能地域の追加提案があった。今後、
国土交通省と連携して、提案のあった地域のうちドローンとDSRCが共用可能な地域を検討し、使用可能地域を
追加していく予定。

 さらに、特定実験試験局で指定された使用可能地域以外の実験試験局の免許申請についても、迅速な免許処
理を可能とするよう審査プロセスを見直し、免許手続の迅速化を図っていく予定。



２．衛星通信等の活用について



7上空利用可能な主な衛星通信サービスの概要

写真出典：各社ホームページ掲載情報

インマルサット
swift broadbandイリジウム Certus

※電力束密度（PFD：Power Flux Density）で規定

システム名

イリジウム インマルサット Ku帯航空機地球局 ヘリサット スターリンク ワンウェブ Ka帯ESIM

衛星 非静止衛星
（低軌道衛星780km）

静止衛星 静止衛星 静止衛星 非静止衛星
（低軌道衛星500km）

非静止衛星
（低軌道衛星1200km）

静止衛星

送信
周波数 1618.25-1626.5 MHz 1626.5-1660.5 MHz 14.0-14.5 GHz 14.0-14.4 GHz 個別：14.0-14.5 GHz

包括：14.0-14.4 GHz 14.0-14.5 GHz 29.5-30.0 GHz

電力束密度
の規定 なし なし あり あり あり あり なし

 主な衛星通信サービスは以下のとおり。機内インターネット接続サービス等でも衛星通信が広く活用。
 電波の特性上、周波数が高いほど高速大容量の通信が可能であり、軌道が低いほど遅延が少ない。
 同一周波数帯を利用する地上の無線局に混信等の影響を与えないよう、国際的なルールを踏まえ、地表面におけ

る電波の強さ※の上限値が設けられている周波数帯がある（高度3,000m以上であれば十分に遵守することが可能）。





9空の利用拡大に伴う電波利用政策の在り方についての意見募集

○ 実施期間：令和７年10月10日（金）から同年11月10日（月）まで
○ 意見募集内容：

作業班での検討の参考にするため、空の利用拡大に伴う電波利用政策の在り方や優先して対応すべき政策課題に
ついて、意見募集を実施中。

（例）遠隔操縦に必要な通信とはどのようなものか。
安全確保、離発着の自動化に必要な無線技術としてどのようなものが考えられるか。

技術的対応

（例）策定すべき技術基準はどのようなものがあるか。
現行制度の規定（利用制限等）の再検討は必要か。

制度的対応

（例）ユースケースに応じ、どのような課題が存在するか。
どの程度の通信需要の広がりが見込まれるか。

全般

提出された意見は作業班に報告するとともに必要に応じて意見提出者にヒアリングを依頼し、作業班報告を
とりまとめる上での参考とする。






